
はしがき

弁護士にとって債権回収の職務は、「基本のき」である。その理由

として、弁護士にとっての基本法である民法、特に債権法と担保物権

法の正確な理解が必要であること、債権を回収するまでの過程に判決、

強制執行という基本ルートのほかに、様々なルートがあり、その選択

が弁護士にとっての腕の見せどころとなること、民事保全法、民事執

行法、各種倒産法など手続法の知識も必要であること、回収ができた

か否かという結果が依頼者にとっても明白であり、依頼者との十分な

コミュニケーションが求められていることなどを挙げることができる。

要するに、弁護士が最低限身につけていなければならないことが債権

回収業務には詰まっており、これをきちんと学ぶことは実務法曹にと

って有意義なのである。

本書は、司法修習生を含む若手の法律実務家が新たに事件を受任し

た際の
チ

道 標
ェックポイン

に
ト

なることを目指して企画、編集、執筆をしたものである。

実務家にとって最も重要なことは、具体的な事件を受けた際に、何が

問題になっていて、その問題を解決するにはどうすればよいのかを的

確に判断することである。本来このような力をつけるには多くの事件

処理をこなすことが必要になるが、実務家としての経験が浅いときで

も、他人が経験をしたことを見聞きしてこれを補うことができる。本

書はそのようなほかの実務家の実務経験を基礎的な知識とともに書き

込むことにより、経験が十分ではない実務家の糧にしていただくこと

を目的としている。

本書では、読者に具体的なイメージや臨場感をもってもらうために

Caseとして事例を設定したうえで、実際に相談を受けた際に、何を

相談者から聴き取るべきかをチェックするための C h e c k L i s tを

設けた。また、経験の浅い実務家が相談を受けた場合に陥りやすいミ

iiiはしがき



スを先輩弁護士たち（「兄弁」「姉弁」）との対話の中で示すようにした。

対話を挟むことにより相談に対応する際の思考の順序をイメージでき

るようにもなっている。そして本文にあたる[解説]はできるだけわ

かりやすい叙述、特に「そのことがなぜ問題になるのか」という点か

ら記載するように心がけている。最後に、【Answer】においては

Caseで設定した事例に対する回答を示した。なお、適宜 Caseに即

した書式を「参考書式」として掲げている。

さらに本書の特徴は、本編に入る前に設けられた「債権回収のため

のブックガイド」である。本書はこれだけを読めば大丈夫というもの

ではない（そもそもそのような書籍はほとんどないといってよい）。実務

家にとって、今後どのような場合にどのような文献を読んでいけばよ

いのかを知ることは重要なスキルであるが、これを知る方法は実際に

は限られている。常によき先輩や同期の友人がガイド役になってくれ

るとは限らない。そのようなガイド役を担うべく、各書籍に簡単なコ

メントを付けて紹介しているので、読者の参考になれば幸いである。

本書を上梓するにあたっては、弘文堂編集部の登健太郎氏、中村壮

亮氏と何度も企画会議を行いその内容を詰めていき、その過程で様々

な助言をいただいた。おふたりの協力がなければ本書は世に出ること

はなかったと思う。心からお礼を申し上げたい。

2019 年 1 月

市川 充

岸本史子
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6 ▶▶▶書面による催告

C a s e

支払いを拒絶し続ける債務者 B 社への対応として、債権者

A 社と方針を検討した結果、まずは催告書のような文書を送

付することになった。催告書を送付する場合、どのような内容

の催告書にすべきか、どうすれば効果的な催告書（債務者が履

行する気持ちになる催告書）になるのか。

● ● ●

ノボル：先輩。B社への催告書を起案したので見てください。

姉 弁：どれどれ。･･･また随分と高圧的に書いたわね。弁護士名でここまで書か

ないとダメな相手なの？

ノボル：え、どういうことですか。催告書は弁護士名でビシッと厳しく書いたほ

うが、払ってくれると思うのですが。

姉 弁：厳しくといっても、「貴社の行為は詐欺罪に該当する。」はやりすぎじゃ

ない？ 本当に詐欺罪の構成要件に該当するの？

ノボル：該当する可能性もゼロではないと思うんですが･･･。だって「刑事告訴」

って書いたほうが迫力が出ますよね。

姉 弁：そんな不確実なことで「迫力」出そうとしないでよ。それに、必ずしも

厳しいのがいいとは限らないわよ。お金があるのに払わない不誠実な相

手なら厳しさも必要だけど、事情によっては本人名でソフトに出すほう

がいい場合もあるし。作戦によるわね。どう進めたいの？

ノボル：もちろん、催告書を見て任意に弁済してもらえるのが一番です。

姉 弁：弁護士名の通知は、相手が「宣戦布告」と受け取って態度を硬化させる

ことが多いけど、そのリスクは考えた？ A 社の担当者の意見はどうな

の？ 会社名の催告書では効果がなかったのかしら？
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ノボル：A 社からはまだ普通の請求書しか出していません。担当者は、B 社も支

払えなくて困っていると言っていました。じゃあ、少し待ってあげるよ

うに書き直そうかな。

姉 弁：待ってあげるって、弁済期を変更するっていうこと？ あとで訴訟になっ

たとき、弁済期としてどの期日を訴状に書くつもり？

ノボル：ええっと･･･そこまでは考えていませんでした。ふわっと柔らかく書けば

いいかなって。

姉 弁：表現を柔らかくするのと内容を曖昧にするのとは別でしょ！ 目先のこと

だけでなく、事件が動いていく先までイメージしなさい。まずは作戦と

して「北風」と「太陽」どちらで行くか、担当者とよく相談しなさい。

ノボル：わかりました。

姉 弁：あわせて送付方法も検討してね。

ノボル：送付方法って、郵便じゃないんですか？

姉 弁：郵便だって、普通郵便、内容証明郵便、特定記録、配達証明付き、書留、

簡易書留、レターパックなど、色々な種類・送り方があるでしょ。はい、

それぞれの違いは？

ノボル：えーっと･･･。すみません、あとで調べておきます･･･。

□請求債権は特定できているか［→ 1(2)］

□支払期限等、契約条件は確認したか［→ 1］

□記載内容に客観的な根拠があるか［→ 1(4)］

□表現は威圧的でないか［→ 1(4)］

□本人名での請求書（催告書）は送付したか［→ 2］

□支払いをしない理由がわかっているか［→ 2］

□差出人は本人名と弁護士名のどちらがよいかを検討したか

［→ 2］

□相手方が弁護士を依頼することのデメリットはないか［→ 2］
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□郵送方法は、受け取った事実が証明できるものか［→ 3( 1)］

□郵送方法は、費用と内容が適切か［→ 3(3)、4］

[ 解 説 ]

1 催告書に記載する内容

( 1 )訴状のイメージをもつ 催告書を作成するにあたっては、将来訴

訟になった場合の訴状をイメージしておくことが大切である。これを

行わずに漫然と催告だけを行うと、後日「これを書いておけばよかっ

た」とか「支払いを猶予すると書いた結果、支払期限が不明確になっ

てしまった」という問題が生じることがある。

あらかじめ訴状をイメージしてそれに沿った請求をすることにより、

要件事実を漏れなく記載することができるし、後日の手続もスムーズ

になる。

(2 )請求債権の特定 相手方に対して請求する債権を特定することは

催告の大前提である。

特に、相手方との間に複数の取引があるようなときは、他の債権と

区別できるよう、どの取引から発生したどの債権を請求するのかを明

確にして記載する。これを怠ると、請求による期限到来が認められな

いとか、時効中断の効果が得られないという可能性がある。

売買代金の請求であれば目的物を特定することになるが、商品が多

数であるときや、同一商品の多数の取引のうちの一部であって製造番

号・ロット番号などを詳細に記載する必要があるときは、適宜別表を

利用するとよい（ただし 3(2 )で後述する内容証明郵便では書式に制限が

あるため別表を使用できない場合があるので注意する）。

(3 )請求の意思 催告書を作成するときに「支払いを求める」という

意思を書き漏らすことはないと思われるが、もともと支払期限が定め

られておらず「請求」が期限到来の要件となっているようなケースで
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は、請求の意思を表示したことが基礎となるので、特に意識して記載

するべきである。

なお、依頼者が「場合によっては分割払いを認める」旨の意思を示

している場合であっても、最初から「分割払いにも応じます」といっ

たように記載してよいかどうかは慎重に検討すべきである。一般的に

は、最初の催告書ではあくまで「即時に一括」での支払いを求め、そ

のうえで「話し合いでの解決を希望するときは至急連絡をされたい。」

というように記載し、「話し合いにも応じるつもりがありますよ」と

いう譲歩の可能性を示すことが多いと思われる。

(4 )留意すべきこと 催告書を送ることによって、できるだけ任意に

支払ってもらいたいという気持ちから、その表現が行きすぎてしまう

ことがあるので注意すべきである。

もちろん、弁護士が介入して文書を送付するからには、相手方に何

のインパクトも与えないような「普通のお手紙」では意味がないから、

ある程度の心理的圧力をかけたいという気持ちは当然ある。しかし、

「裁判」とか「刑事責任」という言葉は相手に恐怖心を与える可能性

があることを忘れてはならない。

たとえば「支払いがないときは、裁判手続により民事・刑事上の責

任を追及させていただきます。」というような表現はありがちだが、

本当にそのような責任追及が可能といえるのか、常に振り返る必要が

ある。

最近では、相手方に対する文書に「刑事責任」とか「あなたの行為

は○○罪に該当する」などと記載したことを理由に相手方から懲戒請

求が申し立てられる事例もある。少なくとも「○○罪に該当する」と

いった表現は、（依頼者の話だけでなく）客観的根拠に基づいて当該犯

罪の構成要件に確実に該当するといえる場合に限定すべきである。

なお、誤字・脱字があると催告書の迫力が削がれるので、上述した

内容の適切性に加えて形式面のチェックも必ず行うこと。たとえば夜

に作成した書面は翌朝もう一度読み返すとか、発送前に事務局に読ん
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でもらうとか、冷静になる時間を作るとよい。

2 催告書の差出人

差出人は「依頼者本人名」または「代理人弁護士名」のいずれかを

選択する必要がある。代理人弁護士名の文書は「わざわざ弁護士を依

頼して本件債権回収に取り組んでいる」というこちらの「本気度」が

伝わるので、相手方に対する心理的な圧力は高まるといえる。相手が

依頼者をナメて支払いをしないようなケースでは、弁護士名の文書を

出すだけで相手が慌てて支払ってくることもある。

他方、相手方によっては弁護士からの通知を「威圧的」とか「喧嘩

腰」と捉えて感情を害し、かえってその後の話し合いが難しくなって

しまうケースもある。また、弁護士名の文書を受け取ると多くの場合

は相手方も弁護士に相談するので、それも想定しておく必要がある。

本人同士ならスムーズに進むことも弁護士が関与することによって

かえって事態が大きくなってしまうことはよくある。それでは早期に

最大限の回収を図るという依頼者の目的にそぐわない結果になってし

まう。

このように、弁護士が関与して催告書を送付する場合であっても、

必ずしも差出人が弁護士名である必要はないので、それまでの交渉経

緯や相手の性格、不払いの理由などにより、その事案に合った方法を

選択すべきである。

3 郵送方法の種類

隔地者間の意思表示は原則として相手方に到達することにより効力

が発生する（民 97）。そして、催告書は相手方を債務不履行にしたり、

期限の利益を喪失させたりする法的効果を生じさせる意思表示であり、

債権回収にとっては重要な意味をもつ。したがって、催告書を送付す

る場合は、後日の紛争に備えて少なくとも「相手方が催告書を受け取

ったこと」を証明できる方法をとることが必要である。日本郵便が提
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供しているサービスは多様であるが、以下、代表的な方法について解

説する。

( 1 )配達証明 配達証明とは、一般書留の郵便物を配達した事実を日

本郵便が証明するサービスである。日本郵便から差出人に配達日時を

記載したハガキが返送されるので、このハガキにより配達日と配達の

事実を立証することができる。

書留郵便とは、引受けから配達までの送達過程が記録され、破損・

紛失の場合に実損額の賠償を受けられる方式である（賠償限度額が低

い簡易書留もある）。配達に際し受領印の押印または署名を要する。

書留郵便はオンラインネットワークでの郵便追跡システムにより配

達状況を確認することが可能なので、この配達状況を表示した画面を

プリントアウトして配達の事実の証拠とすることも可能であるが、こ

の追跡システムが利用できるのは差出しから 100 日（国際郵便物は 12

か月）という制限があることに注意が必要である。裁判実務では配達

証明のハガキを送達の証拠とすることが一般的である。

(2 )内容証明 内容証明とは、差し出した文書の写しを日本郵便が保

管することにより、いつ、いかなる内容の文書を誰から誰に対して差

し出したかということを日本郵便が証明する制度である。一般書留郵

便に適用される。内容と差出日が証明されるので「確定日付のある証

書」（民 467 条 2 項）として認められる。

内容証明には、郵便局の窓口で差し出す方法と、インターネットを

通じて発送する電子内容証明サービス（e内容証明）とがある。

前者は、手書きでの作成も可能であるが、字数・行数の厳密な制限

や契印の押印、写しを 3 通作成するといった手間がかかる。差出人

は印鑑を押印するのが一般的である。

後者は、所定の様式の文書をアップロードすれば日本郵便が専用の

用紙に印刷して封入・発送してくれる。書式制限も緩やかで、事前に

利用登録をしておけば 24 時間いつでも差し出せるという利便性があ

る（対応OS、ブラウザは要確認）。また料金も安い。ただし印鑑を押印
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することはできない。

利便性では後者に軍配が上がるが、「朱肉の印鑑が押された文書」

が、文書を受け取る側に与える心理的影響は小さくない。そのため、

受け手によっては e 内容証明ではなく通常の内容証明郵便による

「朱肉の印鑑が押された文書」のほうが効果的な場合もある。

(3 )選択のポイント 郵送方法は、当該催告について後日紛争が生じ

た場合に備えて、「内容」「相手が受け取ったこと」などをどの範囲で

証明する必要があるか、という観点から選択することになる。

たとえば、催告書を送付する際は、書留＋内容証明＋配達証明を利

用することが多い。これにより「請求した内容」「請求の日」「相手に

到達した日」がすべて立証できるからである。

ただ、前述のように、表や図面など内容証明に適さないものもある

ので、その場合は「内容を証明されること」とどちらを優先するのか

を検討する必要がある。

4 相手方が催告書を受け取らない場合

書留のように相手方の受け取りが必要な配達形式の場合、相手方が

不在だと配達ができない。不在の場合は郵便受けに「不在連絡票」が

投函されるが、相手方が期間内に連絡をしないと留置期間経過により

差出人に返送されてしまう。相手方がわざと受け取らないときは、何

度繰り返しても同じなので、別の方法によるべきである。

相手方の郵便受けへの配達を証明してくれる方法として「特定記録

郵便」がある。これは、郵便物の差出しが記録され、配達状況がイン

ターネット上で確認できて、郵便物は相手方の郵便受けに配達される

という制度である。ただしインターネット上での追跡システム利用に

は前述のように 100 日という制限があるので、この期間内に配達状

況をプリントアウトしておくことを忘れないようにする必要がある。

この方法によったとしても、証明できるのはあくまで「郵便受けに

入ったこと」までなので、相手方から「郵便受けに入っていたとして
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も自分は見ていない」という反論がなされる可能性はあるが、郵便受

けは通常、相手方の「支配圏内」と評価できるので、到達したものと

みなすことができる。

なお、日本郵便の「レターパック」のうち、「レターパックプラス」

（赤色）は対面配達で受領印をもらう方式であり、「レターパックライ

ト」（青色）は特定記録郵便同様、相手方の郵便受けに配達する方式

である。いずれも追跡システムに対応していて配達状況が確認できる。

このような郵送方法は、相手方との関係のみならず、たとえば依頼

者との間での「送った・送らない」の紛争も回避することができる。

特定記録は料金も安い（160 円）ので、有効活用したい。

【 A n s w e r 】

これまでの交渉経過や受け取る側の性格にもよるので、「効果的な内容」

といっても様々である。差出人や郵送方法も事案に応じて使い分ける必要

がある。時間に余裕があれば、まず本人名の通知、次に弁護士名の通知と

段階を踏んでもよい。

弁護士名で書くときはつい語調が強くなりがちなので注意が必要である。

使い慣れている「支払わないときは所要の法的手続をとる」といった表現

も、相手によっては威圧的に受け取られることもある。

いずれの場合も、出す書面は後日裁判で証拠になることを考え、債権の

特定や債権者の意思内容は明確に記載しなければならない。
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